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CERI 有害性評価書について 

 
化学物質は、私たちの生活に欠かせないものですが、環境中への排出などに伴い、ヒト

の健康のみならず、生態系や地球環境への有害な影響が懸念されています。有害な影響の

程度は、有害性及び暴露量を把握することにより知ることができます。暴露量の把握には、

実際にモニタリング調査を実施する他に、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の促進に関する法律  (化学物質排出把握管理促進法) に基づく化学物質の排出量情報の

活用などが考えられます。  

CERI 有害性評価書は、化学物質評価研究機構 (CERI) の責任において、原版である化学

物質有害性評価書 (http://www.safe.nite.go.jp/data/sougou/pk_list.html?table_name=hyoka) を

編集したものです。実際に化学物質を取り扱っている事業者等が、化学物質の有害性につ

いて、その全体像を把握する際に利用していただくことを目的としています。 

予想することが困難な地球環境問題や新たな問題に対処していくためには、法律による

一律の規制を課すだけでは十分な対応が期待できず、事業者自らが率先して化学物質を管

理するという考え方が既に国際的に普及しています。こうした考え方の下では、化学物質

の取り扱い事業者は、法令の遵守はもとより、法令に規定されていない事項であっても環

境影響や健康被害を未然に防止するために必要な措置を自主的に講じることが求められ、

自らが取り扱っている化学物質の有害性を正しく認識しておくことが必要になります。こ

のようなときに、CERI 有害性評価書を活用いただければと考えています。 

CERI 有害性評価書は、化学物質の有害性の全体像を把握していただく為に編集したもの

ですので、さらに詳細な情報を必要とする場合には、化学物質有害性評価書を読み進まれ

ることをお勧めいたします。また、文献一覧は原版と同じものを用意し、作成時点での重

要文献を網羅的に示していますので、独自に調査を進める場合にもお役に立つものと思い

ます。 

なお、化学物質有害性評価書は、新エネルギー･産業技術総合開発機構 (NEDO) からの委

託事業である「化学物質総合評価管理プログラム」の中の「化学物質のリスク評価および

リスク評価手法の開発プロジェクト」において作成したものです。 
 
 

財団法人化学物質評価研究機構 
                              安全性評価技術研究所 
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1．化学物質の同定情報 
 

2-アミノエタノール 物質名 

エタノールアミン、モノエタノールアミン 

化学物質排出把握管理促進法 政令号番号 1-16 
化学物質審査規制法 官報公示整理番号 2-301 
CAS登録番号 141-43-5 
構造式 

 
C

H

H

CHO

H

NH2

H  
分子式 C2H7NO 

分子量 61.08 

 

 

2．我が国における法規制 
 

法 律 名 項   目 
化学物質排出把握管理促進法 第一種指定化学物質 
消防法 危険物第四類第三石油類 
毒劇物取締法 劇物 (含有量 20％以下のものを除く) 
薬事法 医薬部外品 表示指定成分 (アミノエタノール) 
労働安全衛生法 名称等を通知すべき有害物 
海洋汚染防止法 有害液体物質 D 類 
船舶安全法 腐食性物質 (水溶液も含む) 
航空法 腐食性物質 (水溶液も含む) 

 

 

3．物理化学的性状 
 

項   目 特 性 値 出   典 
外 観 粘性液体 Merck, 2001 
融 点 10.3℃ Merck, 2001 
沸 点 170.8℃ Mer ck, 2001 
引 火 点 85℃(密閉式) IPCS, 2003 
発 火 点 410℃ IPCS, 2003 
爆 発 限 界 5.5～17 vol % (空気中) 

3.0～23.5 vol % (140℃) (空気中) 
IPCS, 2003 
NFPA, 2002 

比 重 1.0117 (25℃/4℃) Merc k, 2001 
蒸 気 密 度 2.11 (空気 = 1) 計算値 
蒸 気 圧 50 Pa (20℃)、800 Pa (60℃)  Verschueren, 2001 
分 配 係 数 log Kow = -1.31 (測定値)  

-1.61 (推定値) 
SR C:KowWin, 2004 

解 離 定 数 pKa = 9.4 (25℃) Merck, 2001 
土 壌 吸 着 係 数 Koc = 1 (推定値) SRC:PcKocWin, 2004 
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項   目 特 性 値 出   典 
水：混和 Merck, 2001 溶 解 性 
メタノール、アセトン：混和 
ベンゼン：1.4% 
四塩化炭素：0.2% 

 

ヘ ン リ ー 定 数 3.73×10-5 Pa･m3/mol (25℃、推定値) SRC: HenryWin, 2004 
換 算 係 数 
(気相、 2 0 ℃ ) 

1 ppm = 2.54 mg/m3 

1 mg/m3 = 0.394 ppm 
計算値 

吸湿性があり、大気中の二酸化炭素を吸

収する。 
Merck, 2001 そ の 他 

pH = 12.1 (25%水溶液) Merck, 2001 

 

 

4．製造輸入量・用途情報 (表 4-1) 
 

表 4-1 製造・輸入量等 (トン) 
年 1998 1999 2000 2001 2002 

製造量 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 
輸入量 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 
輸出量 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 
国内供給量注) 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 

注：国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量 
出典：製品評価技術基盤機構 (2004) 

 

 

2-アミノエタノールの 2001年度の製造･輸入量は 10,000～100,000トンの範囲との報告もある 

(経済産業省, 2003)。ただし、ここでの製造量は出荷量を意味し、自家消費分を含んでいない。 

2-アミノエタノールは、主に界面活性剤の合成原料として使用されており、電子材料用洗浄

剤 (半導体基板のレジストインキ洗浄剤) や、切削油・潤滑油の添加剤としても使用されている。

その他に、エチレンイミンやタウリンの合成原料、パーマ液・毛染め剤の pH 調整剤、ガス精

製 (二酸化炭素・二硫化炭素の除去) に使用されている (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

また、殺虫剤の添加剤や、家庭用及び業務用洗剤・洗浄剤の中和剤としての用途も報告され

ている (経済産業省, 環境省, 2005a,b)。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 (表 5-1) 

 

表 5-1 対流圏大気中での反応性 
対 象 反応速度定数 (cm3/分子/秒) 濃 度 (分子/cm3) 半減期 

OH ラジカル 3.58×10-11 (25℃、測定値) 5×105～1×106 5～10 時間 
オゾン データなし 
硝酸ラジカル データなし 

出典：SRC:AopWin, 2004 (反応速度定数) 
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5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

2-アミノエタノールには加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解

されない。 

 

5.2.2 生分解性 

2-アミノエタノールは好気的条件では生分解されると推定される。 

 

a 好気的生分解性 (表 5-2、表 5-3) 

 
表 5-2 化学物質審査規制法に基づく生分解性試験結果 

分解率の測定法 分解率 (%) 判定結果 
生物化学的酸素消費量 (BOD) 測定 83 注)  
全有機炭素 (TOC) 測定 96 
高速液体クロマトグラフ (HPLC) 測定 100 

良分解性 

注）N の残留形態を NH3 として算出 
被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L、試験期間：2 週間 
出典：通商産業省 (1975) 通商産業公報 (1975 年 8 月 27 日) 

 

 

表 5-3 その他の好気的生分解性試験結果 

試験方法 被験物質濃

度 試験期間 分解率 
（%） 出  典 

未馴化の下水処理水を用いた標

準希釈法 (20℃) 
不明 5 日間 71（BOD） Bridie et al., 1979

レスピロメータ  (溶存酸素計) を

用いた生分解性試験 
(未馴化の活性汚泥濃度 30 mg/L) 

100 mg/L 75～90 時間 40～45 
（BOD）

 

Urano ＆  Kato, 
1986 

 

 

b 嫌気的生分解性 

調査した範囲内では、嫌気的生分解性に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境水中での動態 

2-アミノエタノールは、水に混和し、蒸気圧が 50 Pa (20℃)、ヘンリー定数が 3.73×10-5 Pa･

m3/mol (25℃) (3 章参照) であるので、水中から大気中への揮散性は低いと推定される。 

2-アミノエタノールの土壌吸着係数 (Koc) の値は 1 (3 章参照) であるので、水中の懸濁物質

及び底質には吸着され難いと推定される。しかし、解離定数 (pKa = 9.4) (3 章参照) から、酸性

～中性の環境水中では 2-アミノエタノールのアミノ基は、大部分がプロトン付加体として存在
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し、腐植物質 (フミン物質) のカルボキシル基などと結合する可能性がある。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中に 2-アミノエタノールが排出された場合は、主に

生分解により除去されると推定される。 

 

5.4 生物濃縮性 

調査した範囲内では、2-アミノエタノールの生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は得

られていない。しかし、2-アミノエタノールの BCF はオクタノール/水分配係数 (log Kow) の値

-1.31 (3 章参照) から 3.2 と計算されており (SRC: BcfWin, 2004)、水生生物への濃縮性は低いと

推定される。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 藻類に対する毒性 (表 6-1) 

淡水では緑藻、藍藻、ハプト藻類を用いた試験報告がある。緑藻のセレナストラムを用いた

生長阻害試験での 72 時間 EC50 は 2.10 mg/L (バイオマス) 及び 4.01 mg/L (生長速度) であり、

NOEC は 1.00 mg/L (バイオマス及び生長速度) であった (環境庁, 1997a)。同じ緑藻のセネデス

ムスでの 72 時間 EC50 は 15 mg/L (バイオマス) 及び 22 mg/L (生長速度)であり、NOEC は 4 mg/L 

(バイオマス)であった (Huls, 1997a)。 

調査した範囲内では、2-アミノエタノールの海産種に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-1 2-アミノエタノールの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/ 

方式 
温度

(℃)
エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
Selenastrum 
capricornutum1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

OECD 201 
GLP 
止水 

閉鎖系 
 

22.9-
23.1

 
72 時間 EC50 

24-48 時間 EC50 

24-72 時間 EC50 

0-72 時間 EC50
2) 

72 時間 NOEC 
24-48 時間 NOEC 
24-72 時間 NOEC 
0-72 時間 NOEC2)

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度

生長速度

生長速度

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度

生長速度

生長速度

 
2.10 
2.45 
2.80 
4.01 
1.00 
1.00 
1.00 
1.00 
(a, n) 

環境庁, 1997a
 

Scenedesmus3) 
subspicatus 
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

Directive4) 
87/302/EEC 

GLP 
止水 

ND  
72 時間 EC50 

72 時間 EC10 
72 時間 NOEC 
72 時間 EC50 
72 時間 EC10 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度

 生長速度

 
15 
6 
4 

22 
8.5 
(m) 

Huls, 1997a 
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生物種 試験法/ 
方式 

温度

(℃)
エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

Isochrysis 
galbana 
(ﾊﾌﾟﾄ藻類、 
ｲｿｸﾘｼｽ) 

止水 20  
96 時間 EC50 
48 時間 EC50 
48 時間 EC50 

生長阻害 
生長速度 
ｸﾛﾛﾌｨﾙ量 
CO2 吸収 

 
80 
80 

160 
(n) 

Roseth et al., 
1996 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったため設定濃度により

表示、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドス

ペースはある状態 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 文献をもとに再計算した値、3) 現学名: Desmodesmus 
subspicatus、4) 現欧州連合 (EU) テストガイドライン 

 

 

6.1.2 無脊椎動物に対する毒性 (表 6-2) 

無脊椎動物に対する 2-アミノエタノールの急性毒性については、淡水種としては、甲殻類の

オオミジンコを用いた報告がある。48 時間 EC50 (遊泳阻害) が 97.3 mg/L (環境庁, 1997b) 及び

65 mg/L (Huls, 1997b)、24 時間 LC50 が 140 mg/L (Bringmann and Kuhn, 1977b) であった。海産種

としては、甲殻類のブラウンシュリンプ成体に対する 48 時間 LC50 が 100 mg/L 超であった 

(Portmann and Wilson, 1971)。 

長期毒性としては、オオミジンコを用いた繁殖試験の報告があり、繁殖を指標とした 21 日間

の NOEC と LOEC はそれぞれ 0.85 mg/L 及び 2.32 mg/L であった (環境庁, 1997c)。なお、この

試験では、暴露期間中、高濃度での試験液の pH が高く (10.0)、その影響と考えられる死亡が

みられたが、NOEC 及び LOEC 付近での pH は対照群とほとんど差はなく、また試験に用いた

ミジンコの死亡率も対照群と比較して有意差がなかっため、これらの濃度付近では pH による

影響はなかったと判断される。 

 

表 6-2 2-アミノエタノールの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度  

(mg CaCO3 /L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
OECD 

202 
GLP 
止水 

19.3-
21.2

21.2 7.9-
10.4

24 時間 EC50 

48 時間 EC50 

48 時間 NOEC 
遊泳阻害 

115 
97.3 
76 
76 

(a, n) 

環境庁,  
1997b 

OECD 
202  
GLP 

半止水 

19.9-
20.8

21.2 7.4-
10.0

21 日間 LC50 
14 日間 EC50 

21 日間 EC50 
21 日間 NOEC 
21 日間 LOEC 
繁殖 

15.75 
0.88 
2.52 
0.85 
2.32 
(m) 

環境庁,  
1997c 

Daphnia magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24 時間 
以内 

 

Directive 
84/449/ 
EEC1) 

GLP 
止水 

ND ND ND 48 時間 EC50 

遊泳阻害 
65 
(m) 

Huls, 1997b 
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生物種 大きさ/ 
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度  

(mg CaCO3 /L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

止水 20- 
22 

70 7.6-
7.7

24 時間 LC50 140 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1977b 

海水 
Crangon 
crangon 
(甲殻類、 
ﾌﾞﾗｳﾝｼｭﾘﾝﾌﾟ) 

成体 半止水 
 

15 ND ND 48 時間 LC50 
 

>100 
(n) 

Portmann & 
Wilson, 1971

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったため設定濃度により表示、 
(n): 設定濃度、(m): 測定濃度 
1) 現欧州連合 (EU) テストガイドライン 

 

 

6.1.3 魚類に対する毒性 (表 6-3) 

淡水魚としては、ゼブラフィッシュ、ファットヘッドミノー、メダカ、ブルーギル、ニジマ

ス、キンギョ等に対する急性毒性データがある。稚魚を用いた 96 時間 LC50 の範囲は 75～2,070 

mg/L にあり、このうち測定濃度によって算出された最小値はキンギョに対する 170 mg/L であ

った (Bridie et al., 1979)。この報告で試験液の pH を中性に調整すると毒性が緩和されることも

示されている。 

長期試験については、カワマス成魚でのふ化率と致死・成長を指標とした 100 日間 NOEC がそ

れぞれ 1.77 mg/L、20 mg/L 超であり、稚魚での致死及び成長を指標とした 30～90 日間 NOEC が

14.1 mg/L であった (Mayer et al., 1986)。 

調査した範囲内では、2-アミノエタノールの海水魚に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-3 2-アミノエタノールの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

急性毒性 淡水 
卵 

(8 細胞期) 
止水 25 200 8 96 時間 LC50 

96 時間 NOEC 

発生 

3,365 
1,222 

(n) 

Groth et al., 
1993 

Danio rerio 
(ｾﾞﾌﾞﾗﾌｨｯｼｭ) 

稚魚 OECD 
203 

止水 

26 
±1 

ND 6.5-
7.0

24 時間 LC50 

 
>5,000 

(n) 
Roseth et al.,
1996 

Pimephales 
promelas  
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 

18.3 mm 
90 mg 

30 日齢 

U.S. 
EPA 
流水 

24.6 44.3 7.9 96 時間 LC50 2,070 
(m) 

Geiger et  
al., 1990 

2.4 cm 
0.22 g 

OECD 
203 
GLP 

半止水 

24.0-
24.5 

21.2 7.3-
10.1

96 時間 LC50 >100 
(a, n) 

環境庁,  
1997d 

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

2.3 cm 
0.20 g 

OECD 
204 
GLP 

流水 

23.6-
24.6

21.2 9.9-
10 

7 日間 LC50 

14 日間 LC50 
14 日間 NOEC

>100 
>100 
100 

(a, n) 

環境庁,  
1997e 
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生物種 大きさ/ 
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

0.3g 止水 
 

20 272 7.4 96 時間 LC50 >300 
(n) 

Johnson & 
Finley, 1980; 
Mayer & 
Ellersieck,  
1986 

40-50 mm 止水 
 

22 ND ND 96 時間 LC50 329 
(n) 

Wolverton et 
al., 1970 

Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

稚魚 止水 19.5-
20.5

ND ND 96 時間 LC50 75 
(n) 

Buzzel et al., 
1968 

稚魚 流水 15 272 7.4
 

96 時間 LC50 >200 
(n) 

Mayer & 
Ellersieck,  
1986 

Oncorhynchus 
mykiss 
(ﾆｼﾞﾏｽ) 

ふ化仔魚 APHA1)

止水 
10 272 7.4 96 時間 LC50 150 

(n) 
Johnson & 
Finley, 1980; 
Mayer & 
Ellersieck,  
1986 

Gambusia 
affinis 
(ｶﾀﾞﾔｼ) 

20-30 mm APHA1) 
止水 

22 ND ND 96 時間 LC50 337.5 
(n) 

Wolverton et 
al., 1970 

7.0 24 時間 LC50 >5,000 Carassius 
auratus 

(ｷﾝｷﾞｮ) 

6.2 cm 
3.3 g 

APHA1) 
止水 

20 ND 
10.1 24 時間 LC50 

96 時間 LC50 
190 
170 
(m) 

Bridie et al., 
1979 

長期毒性 淡水 

成魚 100日間NOEC 
ふ化率 
100日間NOEC 
致死、成長 

1.77 
 

>20 
 

Salvelinus 
fontinalis 
(ｶﾜﾏｽ) 

稚魚 
 

流水 ND ND ND

30-90 日 間

NOEC 
致死、成長 

14.1 
(n) 

Mayer et al., 
1986 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったため設定濃度により表示、 
(m): 測定濃度、(n): 設定濃度 
1) 米国公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン 

 

 

6.2 環境中の生物への影響 (まとめ) 

2-アミノエタノールの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻

害、繁殖、成長などを指標に検討が行われている。 

藻類については、セレナストラムの生長阻害試験での 72 時間 EC50 は 2.10 mg/L (バイオマス) 

及び 4.01 mg/L (生長速度) であり、これらの値は GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有

害性を示す。また、セレナストラムの 72 時間 NOEC は 1.00 mg/L (バイオマス及び生長速度) で

あった。 

甲殻類の急性毒性については、オオミジンコに対する 48 時間 EC50 (遊泳阻害) が 65～97.3 

mg/L であり、これらの値は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。 

長期毒性については、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC は 0.85 mg/L であった。
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海産種としてはブラウンシュリンプに対する 48 時間 LC50 が 100 mg/L 超であった。 

魚類に対する急性毒性については、96 時間 LC50 の範囲は 75～2,070 mg/L であった。このう

ち測定濃度によって算出された最小値はキンギョに対する 170 mg/L であり、GHS 急性毒性有

害性区分に該当しない。長期試験については、カワマス成魚でのふ化率と致死・成長を指標とし

た 100 日間 NOEC はそれぞれ 1.77 mg/L、20 mg/L 超であり、稚魚での致死、成長を指標とした

30～90 日間 NOEC は 14.1 mg/L であった。調査した範囲内では、2-アミノエタノールの海水魚

に関する試験報告は得られていない。 

 

以上から、2-アミノエタノールの水生生物に対する急性毒性は、藻類に対して GHS 急性毒性

有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。長期毒性についての NOEC は、藻類では 1.00 mg/L、

甲殻類では 0.85 mg/L、魚類では 1.77 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を

指標とした 21 日間 NOEC の 0.85 mg/L である。 

 

 

7．ヒト健康への影響 (表 7-1、図 7-1) 

7.1 生体内運命 

2-アミノエタノールは生体内で定常的に生成され、尿中に排泄されている。投与した場合、

2-アミノエタノールは消化管、呼吸器、皮膚から吸収され、主に肝臓に分布する。吸収された

2-アミノエタノールは、リン脂質に代謝されるほか、呼気中に二酸化炭素として、尿中にはグ

リシン、セリン、尿素、尿酸などの代謝物として排泄される。また、経口投与において、2-ア

ミノエタノールの代謝系が飽和に達すると、過剰分は未変化体として尿中に排泄される。 

 

表 7-1 2-アミノエタノールの生体内運命 
動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 

ネコ、ウサギ、

ラット 
ND ND 排泄量 

ラット 1.36 mg/kg/日、 
ウサギ 0.9 mg/kg/日、 
ネコ   0.45 mg/kg /日 

Kent, C., 
1995; Luck 
＆ Wilcox, 
1953  

女性（11 人） 
男性（8 人） 

ND ND 尿中排泄量 
女性（11 人）平均 0.491 mg/kg/日（12.9-57 

mg/kg/日） 
男性（8 人）で平均 0.162 mg/kg/日（4.8-22.9 

mg/kg/日） 

Kent, C., 
1995; Luck 
＆ Wilcox, 
1953  

ヒト、マウス、

ラット、ウサ

ギ 

in vitro 
経皮投与 

4 mg/cm2 

適用皮膚面

積:1.77 cm2 

22%溶液 
吸収速度 

  ヒト 0.0097 mg/cm2/時間、マウス 0.1694 
mg/cm2/時間、ラット 0.0117 mg/cm2/時間、

ウサギ 0.0253 mg/cm2/時間 
原液 
吸収速度 

ヒト 0.0079 mg/cm2/時間、マウス 0.1231 
mg/cm2/時間、ラット 0.0425 mg/cm2/時間、

ウサギ 0.0738 mg/cm2/時間 

Sun et al., 
1996 
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動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 
ブタ 摘出皮膚 4μg/cm2 50 時間後に 62 %が皮膚回収 Klain et al., 

1985 

マウス 経皮投与 4.0μg 代謝 
肝臓（25.8 %）、腎臓（2.2 %）、肺（0.63 %）、

脳（0.25 %）、心臓（0.13 %）、皮膚投与部位

（12.1 %） 
排泄 
二酸化炭素（19.12 %）尿中（5.2 %）、糞中

（0.98 %） 
24 時間の尿中代謝物 

未変化体、尿素、グリシン、セリン、コリ

ン、尿酸等 
ヒト胸部皮膚を無毛マウスへ移植し移植部位

の皮膚に 2-アミノエタノールを適用した実験

においても、分布及び排泄についてほぼ同じ

結果。 
24 時間後の肝臓 

リン脂質、タンパク質、未変化体、グリシ

ン、セリンの画分に高濃度で検出。 

Klain et al., 
1985 
 

ラット 
Wistar 

腹腔内投与 32μg 8 時間後 
肝臓（49.2 %） 
脳、脾臓、腎臓、心臓や横隔膜（4.88 %） 

 11.5%が二酸化炭素として排泄 

Taylor &   
Richardson, 
1967 
 

ラット 腹腔内投与 227μg 
  

6 時間後 
放射能の 58.5 % 

肝臓のホスファチジルエタノールアミン

の画分 
放射能の 41.5% 

肝臓のホスファチジルコリン画分 

Ansell & 
Spanner, 1971
 

ラット 
Long-Evans 
雄 

腹腔内投与 112μg 
 
 

放射能の呼気中二酸化炭素としての排泄は投

与 1 時間後に最高となり、投与後 2.5 時間後に

は半減。2-アミノエタノールの放射能の 12 %、

24 時間以内に排泄、呼気に二酸化炭素

（9.2 %）、尿中（2.8 %）。 
投与 4 時間後、肝臓のホモジネート 
ホスファチジルエタノールアミン（8 %）ホス

ファチジルコリン（2 %）、ホスファチジルセ

リン（0.5 %） 

Pilgeram et 
al., 1953 
 

マウス 
C57BL/10 
6 匹/群 
3 群 

単回大脳内

投与 
ND 投与 1、4、7 日後 

ミエリン及びミクロソーム画分の脂質に取り

込まれた放射能のそれぞれ 88 %、90 %がホス

ファチジルエタノールアミンに回収。 
ホスファチジルエタノールアミンの放射能

は、4 日目で最大になり、7 日目には半分

以下まで減少 

Horrocks, 
1969 
 

イヌ 単回投与 ND 24 時間 
血液に 1.69 %検出 
半減期は 19 日 

Rhodes & 
Case, 1977 
 

ラット 単回経口投

与 
33.3、333、
530mg/kg 
 

投与後 24 時間 
排泄量を最高に、3 日後までにそれぞれ未変

化体として 6.3、36.7、47.8 %が尿中に排泄。 
2-アミノエタノールの代謝系が飽和に達す

ると、過剰分は尿中に排泄されることが示

唆。 

Luck & 
Wilcox,   
1953 
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動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 
マウス 腹腔内投与 4.0μg 5 分後 

呼気中に二酸化炭素としての放射能が検

出。 
24 時間後 

17.93 %が、二酸化炭素として排泄。 

Klain et al., 
1985 
 

ND: データなし 
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図 7-1 2-アミノエタノールの代謝経路（GDCh BUA, 1996; Kent, C., 1995 より作成） 

 

 

7.2 疫学調査及び事例 (表 7-2) 

2-アミノエタノールは、ヒトに対して、吸入暴露では呼吸器系の炎症、肝臓への影響、退行

性及びアレルギー性皮膚病変の影響をもたらす。経皮暴露では皮膚炎が認められている。2-ア
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ミノエタノールは pH 調整剤としてパーマ液、毛髪染料等にも含まれており、それらの吸入暴

露では喘息、皮膚病変、発熱などのアレルギー反応がみられ、経皮暴露では丘疹、浮腫及び紅

斑が認められている。また、2-アミノエタノールオレイン酸塩が静脈瘤の硬化療法に使われた

際に、腎不全やアレルギー反応が認められている。 

 

表 7-2 2-アミノエタノールの疫学調査及び事例 

対象集団 
性別・人数 

暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

a. 急性・慢性影響 
ボランティア 1.5 時間 

半閉塞経皮適用 
(詳細不明) 

発赤、浮腫 Browning, 
1953 
 

ボランティア 2-アミノエタノール溶液 
（30 %水溶液 HCl 
pH=5.5 に調整） 
一滴点眼 

一時的な刺激性、充血 Grant, 1974 

作業者 2-アミノエタノール原液の

高濃度の蒸気 
単回吸入暴露(詳細不明) 

急性肝障害を示し、その後慢性肝炎 Jindrichova & 
Urban, 1971 
 

化学工場従業

員 
500 例 

ND 眼の炎症 3 例が 2-アミノエタノール

に起因。影響がみられた角膜の細胞

層は除去され、48 時間以内に損傷は

治癒 

McLaughlin, 
1946 
 

作業者 2％2-アミノエタノール含

有の切削油 
経皮投与試験 

皮膚炎 Blum A, 
Lischka G, 
1997 

作業者 2％アミノエタノール含有

の水溶性オイル 
経皮投与試験 

手に皮膚炎 Bhushan M, 
Craven NM, 
Beck 
MH ,1998 

工場従業員 
人数不明 

吸入暴露 
1mg/m3 以上 
金属用腐食防止剤として使

用 

上部呼吸器の炎症、慢性気管支炎、

慢性肝炎 
従業員の 6-12 %: 
退行性及びアレルギー性皮膚病変 

Paustovskaya 
et al., 1973 
 

工場従業員 
104 人（男性

64 人、女性 40
人） 

吸入暴露 
暴露濃度不明 
金属用腐食防止剤として使

用使用期間:1-3 年 

退行性及びアレルギー性皮膚病変、

湿疹 
Tsyrkunov, 
1975 

小規模生産工

場従業員 ( 米
国) 

事故的暴露(2 回) 
暴露濃度不明 
事故間隔:2 か月 

のどの痛みと頭痛 (2 人) Wason et al., 
1991 
 

b. 2-アミノエタノール含有製品 
ボランティア

12 人 
女性 

パーマ液等 0.2 mL 
（ 2- ア ミ ノ エ タ ノ ー ル

5.9 %含有） 
連続経皮適用(パッチ試験) 
23 時間/日 
21 日間連続 

軽度の紅斑、丘疹 HTR, 1980 
 

ボランティア

25 人 
パーマ液等 0.3 mL 
（ 2- ア ミ ノ エ タ ノ ー ル

5.9 %含有） 
経皮適用（閉塞パッチ方式）

48 時間連続 

刺激性の影響なし IRL, 1980 
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対象集団 
性別・人数 

暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

患者 14 人 
(職業暴露又は

個人的使用で

暴露され、医

療機関で診察) 

2-アミノエタノールを含む

ヘアケア製品 
接触皮膚炎、鼻炎、喘息、発熱、鼻

感冒(鼻かぜ) 
Gelfand, 1963

患者 14 人 
(職業暴露又は

個人的使用で

暴露され、医

療機関で診察) 

吸入試験 
（0.00001-10 %：刺激性を

示さない濃度） 

刺激性あり(14/14) Gelfand, 1963
 

患者 13 人 
(職業暴露又は

個人的使用で

暴露され、医

療機関で診察) 

1% 2-アミノエタノール溶

液: 0.02mL 
感作性あり（13 人） Gelfand, 1963

 

ボランティア

165 人 
毛髪染料（2-アミノエタノ

ール 0.5 %含有：色素成分を

含まない 25%エタノール溶

液） 
経皮適用(反復パッチ試験、

半閉塞式、腕部皮膚) 
24 時間/日 
3 日/週 
3 週間 

丘疹、浮腫、軽度の紅斑 HTR, 1981 
 

52 歳､54 歳 
女性 

静脈注射(脚部) 
134-178 mg の 2-アミノエタ

ノールオレイン酸塩 

急性腎不全(初期に頭痛、腹痛、吐き

気、嘔吐がみられた) 
2、3 週間後に腎機能は回復 

Maling & 
Cretney, 1975
 

32 歳 
女性 

静脈注射 
2-アミノエタノールオレイ

ン酸塩溶液 
1 回目投与後 1 週間後に 2
回目投与 

薬物アレルギー反応 (震え、筋硬直) Watson, 1958
 

ND: データなし 
 

 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 (表 7-3) 

実験動物に対する急性毒性の LD50 は、経口投与では、マウスで 500 mg/kg 超～15,000mg/kg、

ラットで 500 mg/kg 超～20,000 mg/kg、ウサギでは 500 mg/kg 超～1,000 mg/kg である。経皮投

与での LD50 は、ウサギで 1,000 mg/kg である。 

マウスに単回経口投与した試験で、極度の衰弱が、また、ラットに経口投与、腹腔内投与、

静脈内投与、及び筋肉内投与した試験のそれぞれにおいて、無関心、自発運動の低下、呼吸困

難、麻痺、強直性・間代性けいれん等の症状と限局性壊死 (肝細胞、腸粘膜及び膵臓) が認め

られている。 
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表 7-3 2-アミノエタノールの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ モルモット 
経口 LD50    (mg/kg) ＞500- 15,000 >500-20,000 >500-1,000 620-820 
吸入 LC50  (ppm) ND ND ND ND 
経皮 LD50    (mg/kg) ND ND 1,000 ND 
腹腔内 LD50  (mg/kg)  126-1,800 67-981 ND ND 
静脈内 LD50  (mg/kg) ND 225-860 ND ND 
皮下 LD50  (mg/kg) 2,537 1,500 ND ND 
筋肉内 LD50  (mg/kg) ND 1,750 ND ND 
ND: データなし     
出典：BASF, 1930; Eli Lilly and Co., 1992; Hartung and Cornish, 1968; Koch, 1954; Koch and Hagen, 1957; Ling, 
1932; Loscher, 1983; Oettel and Zeller, 1966; Rodionova, 1964; Sidorov and Timofievskaya, 1979; Sidorov et al., 
1968; 後藤ら, 1994 

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 (表 7-4) 

2-アミノエタノールは、ウサギの皮膚及び眼に対して刺激性ないし腐食性を示す。 

 

表 7-4 2-アミノエタノールの刺激性及び腐食性試験結果 

動物種等 
試験法 

投与方法 
投与期間 

適用量/ 
濃度 

結 果 文献 

マウス 
6 匹/群 

皮膚刺激性

剃毛背部皮

膚 

20 時間 
 

1、5、10 % 2-
アミノエタ

ノール含有

アセトン溶

液 

皮膚に病理組織学的変化なし Helman et 
al., 1986 

 

ウサギ 皮膚刺激性 
剃毛皮膚 

適用 1 分、5
分後洗浄 

1 日後: 
皮膚の出血 
発赤、壊死 

8 日後: 
鱗屑形成 

ウサギ 皮膚刺激性 
剃毛皮膚 

適用 15 分後

洗浄 
1 日後: 
軽度の発赤、壊死 

8 日後: 壊死 
ウサギ 皮膚刺激性 

剃毛皮膚 
20 時間適用

後洗浄なし 
１日後: 

軽度の発赤、壊死、浮腫 
8 日後: 壊死 

ウサギ 皮膚刺激性

耳介 
20 時間適用

後洗浄なし 

パッチ試験

(2.5x 2.2 
cm の木綿パ

ッチに未希

釈被験物質

滴下し適用)

耳介への浸透で、8 日後に反対側ま

で壊死。 

Oettel & 
Zeller, 1966, 
1967 
 

ウサギ 皮膚刺激性

無傷皮膚 
ND 原液 強い刺激性 (紅班と浮腫、刺激性指

数 7 最高値、詳細不明) 
72 時間後: 
浮腫は消失。紅斑は亢進、 
真皮と表皮の壊死 

Dutertre-Cat
ella et al., 
1982 
 

ウサギ 皮膚刺激性

剃毛皮膚 
非剃毛皮膚

4 時間 24 時

間 
(30 %のみ) 
閉塞適用 

30 %、85 %、
100 % 
2-アミノエ

タノール溶

液 
溶媒不明 

4 時間: 
剃毛及び非剃毛部位のいずれも 壊
死(腐食) 
30％溶液の 24 時間適用後: 壊死 

 

CTFA, 1974, 
1979 
 

ウサギ 
 

剪毛経皮 2 週間 
10 回以上塗

1-100 %  溶
液、 

1-10%: 重度の炎症 
10%超: 腐食 

CTFA, 1944
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動物種等 
試験法 

投与方法 
投与期間 

適用量/ 
濃度 

結 果 文献 

布 投与液量 0.1 
ml 

ウサギ 結膜のう 適用後洗浄

有無不明 
適用量不明

原液 
1、24 時間後: 
角膜が不透明、浮腫。 

8 日後: 
瞬膜、結膜、眼瞼の化学火傷の治

癒みられず 
 

Oettel＆
Zeller, 1966,  
1967 
 

ウサギ 結膜のう 適用後洗浄

有無不明 
適用量不明

原液 
角膜、虹彩、結膜の刺激 
30 分後:出血その後数日継続 
刺激の程度(最高値 110) 
24 時間後 : 93 以上 
4-7 日: 96 以上 

Dutertre-Cat
ella et al., 
1982 
 

ウサギ 
 

結膜のう 適用後洗浄

有無不明 
適用量不明

1、5 %の 2-
アミノエタ

ノール水溶

液 

24 時間後の観察: 
1 %: 

刺激性（5/10） 
5 %: 

重度刺激性、壊死（9/10） 
( )は頻度 

Carpenter & 
Smyth, 1946
 

ウサギ 結膜のう ND ND 重度の刺激 Union 
Carbide, 
1972 
 

ウサギ 結膜のう 適用後洗浄

有無不明 
1 滴 
30 %の 2-ア
ミノエタノ

ー ル 溶 液

（HCl で 
pH＝ 5.5 に

調整） 

眼の一時的な刺激と充血 Grant, 1974 
 

ND: データなし 

 

 

7.3.3 感作性 

2-アミノエタノールの実験動物に対する感作性については、実験条件の詳細は不明であるが、

モルモットでの皮膚感作試験において 5 匹中 4 例において中程度の感作性がみられたとする報

告（Eastman Kodak, 1992）がある。 

 

7.3.4 反復投与毒性 (表 7-5) 

2-アミノエタノールの反復投与毒性については、マウス、ラットを用いた経口投与試験、ラ

ット、モルモット、イヌを用いた吸入暴露試験、ラットを用いた経皮投与試験が行われている。 

経口投与では、ラットにおける 90 日間試験 (GDCh BUA, 1996; Mellon Institute, 1950; Smyth et 

al., 1951) で、肝臓、腎臓、脾臓、精巣に病理組織学的変化が認められ、NOAEL は 320 mg/kg/

日としている報告があるが、原著の入手が困難で、詳細不明の部分が多く、信頼性を確認する

ことができなかった。吸入暴露では、ラットにおける 40 日間連続暴露試験 (Weeks et al., 1960)

で 5 ppm (12 mg/m3) の暴露で、表皮の異常色素沈着、脱毛、嗜眠がみられるが、報告されてい

るいずれの試験も単一用量の試験で、投与群に変化が観察されていることから、NOAEL は求
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められない。経皮投与では、肝臓の脂肪変性や皮膚の壊死が認められたが、試験期間が 1～7

日と短く、単一用量での試験であるため NOAEL は求められない。なお、幾つかの試験でけい

れんや嗜眠など神経系への影響と思われる症状がみられている。マウスの単回投与試験でも同

様にけいれんの症状がみられているが、詳細不明の部分が多く、神経毒性の有無ははっきりし

ない。 

 

表 7-5 2-アミノエタノールの反復投与毒性試験結果 

動物種等 
試験法

投与方

法 
投与期間 投与量 結  果 文 献 

マウス 
雌 3 匹/群 
 

強 制 経

口投与 
5 日間 10、100、1,000 

mg/kg/日 
1,000 mg/kg/日:  

無関心、呼吸困難、食欲不振、強

直性・間代性けいれん、斜視、軟

便、粗毛、3 日目死亡 (3/3) 
  

EHRT, 1987 
 

ラット 
10 匹/群 

経 口 投

与 
(混餌) 

90 日間 0、160、320、
640、1,280、
2,670 mg/kg/
日 

640 mg/kg/日以上: 
肝臓と腎臓の重量増加 

1,280 mg/kg/日以上:死亡数の増加、

肝臓、腎臓、脾臓、精巣の病理組

織学検査において変化あり（詳細

不明） 
NOAEL : 320 mg/kg/日 

GDCh BUA, 
1996; 
Mellon 
Institute, 
1950; Smyth 
et al., 1951 

ラット 
雌 
5 匹/群 

強 制 経

口 投 与

ま た は

皮 下 投

与 

4 日間、 
一日 3 回

( 経 口 又

は 
皮 下 投

与) 

500 mg/kg/回 1 匹死亡、 
病理検査で十二指腸と副腎の変化な

し 

Szabo ＆
Reynolds, 
1975 
 

ラット 
雌雄 
9 匹/群  
 

経口と

魚ｙ 
(混餌 2-
ア ミ ノ

エ タ ノ

ー ル

2%) 

36 日間 0、1,000 
 mg/kg/日 

1,000 mg/kg/日: 
高シュウ酸尿症の兆候なし 

Richardson, 
1965 
 

ラット 
雌雄 
20 匹/群 

吸 入 暴

露 
40日間連

続 
24 時間 /
日 

0、5 ppm 
(0、12 mg/m3)

5 ppm 12 日後   
表皮の異常色素沈着 
3 週間後 脱毛(特に雌)、嗜眠 

 
ラット 
雌 
45 匹/群 

吸 入 暴

露 
90日間連

続 
24 時間 /
日 

0、12 ppm 
(0、29 mg/m3)

12 ppm 10 日後 
嗜眠、皮膚の落屑、表皮の肥厚、

脱毛 

ラット 
雌 
45 匹/群 

吸 入 暴

露 
30日間連

続 
24 時間 /
日 

0、66 ppm 
(0、162 
 mg/m3) 

66 ppm 
死亡率 83% (37/45) 
嗜眠、結腸内腔の拡張、肝臓の脂

肪変性、呼吸回数の増加、肝細胞

及び腎臓尿細管上皮細胞の腫大、

肺炎 (軽度)、掌と鼻の痂皮形成及

び筋層壊死（2 週間以内） 

Weeks et al., 
1960 
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動物種等 
試験法

投与方

法 
投与期間 投与量 結  果 文 献 

モルモット 
雄 
30 匹/群 

吸 入 暴

露 
90日間連

続 
24 時間 /
日 

0、15 ppm 
(0、37mg/m3)

10 日後 
嗜眠、体重減少、皮膚の落屑、表

皮の肥厚 

モルモット 
雄 
22 匹/群 

吸 入 暴

露 
24日間連

続 
24 時間 /
日 

0、75 ppm 
(0、184 
mg/m3) 

75 ppm 死亡率 75 % 
嗜眠、結腸内腔の拡張、肝臓の脂

肪変性、呼吸回数の増加、耳と鼻

の痂皮形成その後筋層に潰瘍/壊
死、精子形成の阻害 

Weeks et al., 
1960 
 

イヌ 
3 匹/雄 

吸 入 暴

露 
60日間連

続 
24 時間 /
日 

0、6 ppm 
(0、15 mg/m3)

6 ppm 
自発行動の減少、体重減少  (軽
度)、腹部脱毛、陰のうの黒色痂

皮形成 
イヌ 
3 匹/雄 

吸 入 暴

露 
90日間連

続 
24 時間/
日 

0、12 ppm 
(0、29 mg/m3)

12 ppm 
軽度の嗜眠 

イヌ 
3 匹/雄 

吸 入 暴

露 
90日間連

続 
24 時間/
日 

0、26 ppm 
(0、64 mg/m3)

26 ppm 
嗜眠、震え、腹部と陰のうの皮膚

の刺激性症状、皮膚の基底細胞層

の水疱形成、腹部と陰のうに潰瘍

形成（1 週間以内） 
イヌ 
雄 
3 匹/群 

吸 入 暴

露 
30日間連

続 
24 時間/
日 

0、102 ppm 
(0、250 
mg/m3) 

25 日後 1 匹死亡 
48 時間以内: 無関心、嗜眠 
2 週間目:下痢、嘔吐、呼吸困難、軽

度の発熱、震え 
病理所見(肉眼):頭部反転動作、耳介

浮腫及び血腫 (その後壊死)、潰瘍

形成 (眼、鼻、足の肉球、陰のう、

母趾球、耳介)、膵臓萎縮、肺出

血巣、小腸壁菲薄化 
病理所見 (顕微鏡) :肝臓中心静脈う

っ血、肝細胞空胞化、脾臓ろ胞の

リンパ球の消失、腎臓の曲尿細管

混濁腫脹、肺うっ血、筋層に到る

皮膚の壊死、精子形成の阻害 
血液検査:ヘモグロビンの減少、ヘマ

クリット値の減少、リンパ球の減

少、アルブミンの減少、グロブリ

ンの増加 

Weeks et al., 
1960 
 

ラット 
ND 

経 皮 投

与 
1-7 日間 0、4 mg/kg/

日 
4 mg/kg/日 

心臓と肺に変化なし 
び漫性の肝細胞の脂肪変性、その

後皮膚の壊死 

Jindrichova
& Urban, 
1971 

ND: データなし 

 

 

7.3.5 生殖・発生毒性 (表 7-6) 

2-アミノエタノールの生殖・発生毒性については、ラット、ウサギを用いた発生毒性試験が

行われているが、生殖毒性に関する報告はない。 
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雌のラットに、0、50、300、500 mg/kg/日を器官形成期間 (妊娠 6～15 日) に経口投与した試

験で、胚/胎児には、50 mg/kg 超で胸骨の変異、奇形発現率増加、死亡胎児数の増加、50、300 

mg/kg で雄に水腎症、300 mg/kg 超で体重低値傾向、500 mg/kg/日で吸収胚増加が認められた。

300 mg/kg 以上では、胎児に体重低値傾向がみられたが､有意な変化ではない。母動物には、500 

mg/kg/日で嗜眠、反応性低下が認められており (Mankes, 1986ａ,b)、母動物に対する NOAEL を

300 mg/kg/日、胚及び胎児に対する LOAEL を 50 mg/kg/日と判断する。 

 

表 7-6 2-アミノエタノールの生殖・発生毒性試験結果 

動物種

等 

試験法 
投与方

法 
投与期間 投与量 結果 文献 

ラット 強 制 経

口投与 
器官形成

期（妊娠

6-15 日と

推定） 

500 mg/kg/日 500 mg/kg/日 
母動物への影響がみられた(詳細

不明) 
胎児: 

影響なし 
 

BASF, 1992 
 

ラット 
Long-Ev
ans 
64 匹 
雌 

強 制 経

口投与 
妊娠 6-15
日 ( 器 官

形成期) 

0、50、300、
500 mg/kg/日

胚/胎児 
50、300 mg/kg 

雄:水腎症 
50 mg/kg 超 

胸骨の変異、奇形発現率増加 
一腹あたりの死亡胎児数の増加

300 mg/kg 超 
体重低値傾向 

500 mg/kg/日 
吸収胚増加 

母動物 
500 mg/kg/日 

嗜眠、反応性低下､8 時間後に正

常に復す 
 
胚/胎児: LOAEL 50 mg/kg/日 
母動物: NOAEL 300 mg/kg/日 
 (本評価書)  
 

Mankes, 1986
ａ,b 
 

ラ ッ ト 

Wistar 
雌 
25 匹/群 

強制経

口投与 
妊娠 6-15
日 (20 日

目、帝王

切開） 

0、40、120、
450 mg/kg/日

450 mg/kg/日 
母動物: 摂餌量の減少、体重減

少、体重増加抑制 
 
胚/胎児: 影響なし 

Hellwig & 
 Liberacki, 1997 

ラット 
75 匹/群 
雌 

経皮投

与 
閉塞投

与 

妊娠 6-15
日。 
6 時間/日 
帝王切

開:妊娠

21 日目 

0、10、25、
75、225 
mg/kg/日 

225 mg/kg/日 
母動物: 紅斑、落屑(軽度)、壊死、

痂皮、瘢痕形成 (皮膚)、体重増

加抑制 
 
胚/胎児: 影響なし 

Breslin et al., 
1991,1992 
 

ラット 
雌 

経皮投

与 
 

妊娠 6-15
日。 
6 時間/日 

0、10、25、
75、225 
mg/kg/日 
 

225 mg/kg/日: 
母動物: 皮膚刺激、体重増加抑制

/減少、紅斑、壊死、痂皮、瘢痕 
 
胚/胎児: 影響なし 

Liberacki et al., 
1996 
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動物種

等 

試験法 
投与方

法 
投与期間 投与量 結果 文献 

ウサギ 
NZW 
雌 

経皮投

与 
 

妊娠 6-18
日。 
6 時間/日 

0、10、25、
75 mg/kg/日 

75 mg/kg/日: 
母動物: 皮膚刺激、体重増加抑制

/減少、皮膚刺激、紅斑、壊死、

痂皮、瘢痕 
 
胚/胎児: 影響なし 
 

Liberacki et al., 
1996 

ウサギ 
NZW 
雌 
15 匹/群 

経皮投

与 
閉塞投

与(水溶

液) 
OECD
ガイド

ライン

414 準拠 

妊娠 6-18
日。 
6 時間/日 
 
帝王切開

妊 娠 29
日目 

10 ､ 25 ､ 75 
mg/kg/日 

25 mg/kg/日 
母動物:痂皮、紅斑(一過性)、 
浮腫 

75 mg/kg/日 
母動物:皮膚損傷（斑状出血、剥

離、痂皮、紅斑、壊死） 
 
胚/胎児: 影響なし 

U.S.CMA, 1993 
 

ND: データなし 

 

 

7.3.6 遺伝毒性 (表 7-7) 

2-アミノエタノールの遺伝毒性については、in vitro の復帰突然変異試験、染色体異常試験、

遺伝子変換試験、姉妹染色分体交換試験、形質転換試験で陰性であり、in vivo の小核試験でも

陰性を示したことから、2-アミノエタノールは遺伝毒性を示さないと判断する。 

 

表 7-7 2-アミノエタノールの遺伝毒性試験結果 

 
試験 試験材料 処理条件 用量 

 
結果 

-S9  +S9
文献 

ネズミチフス

菌 
TA98、 
TA1535、 
TA100 

プ レ イ ン

キ ュ ベ ー

ション法 
 

10-3,333 
μg/plate 

 －   －
 

ネズミチフス

菌 
TA100 

プレイン

キュベー

ション法

10-10,000 
μg/plate 

 －   －
 

Mortelmans et al., 1986 
 

ネズミチフス

菌 
TA98、TA100、
TA1535、 
TA1537、 
TA1538 

プ レ イ ン

キ ュ ベ ー

ション法 
 

0.2-2,000 
μg/plate 

 －   －
 

in vitro 復帰突然変異

試験 

ネズミチフス

菌 
TA98、TA100、
TA1535、 
TA1537、 
TA1538 

プ レ ー ト

法 
 

125-4,000 
μg/plate 

 －   －
 

Dean et al., 1985 
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試験 試験材料 処理条件 用量 

 
結果 

-S9  +S9
文献 

ネズミチフス

菌 
TA98、TA100、
TA1535、 
TA1537、 
TA1538 

プ レ ー ト

法 
 

0.2-2,000 
μg/plate 

 －   －
 

Brooks & 
Hodson-Walker,  1981 
 

ネズミチフス

菌 
TA1534、 
TA1535 

プ レ ー ト

法 
 

1,016-10,150 
μg/plate 

 －   －
 

Arutiunian et al., 1987 
 

遺伝子変換試

験 
酵母 
Saccharomyces 
cerevisiae JD1 

ND 10-5,000 
μg/mL 

 －   －
 

Brooks & 
Hodson-Walker,  1981; 
Dean et al., 1985 
 

ラット肝細胞

株(RL4) 
ND 100-400 

μg/mL 
－ Brooks&Hodson-Walker, 

1981; 
Dean et al., 1985 

染色体異常試

験 

ヒトリンパ球 ND 0.61-61.08 
μg/mL 

(＋) Arutiunian et al., 1987 
 

姉妹染色分体

交換試験 
ヒトリンパ球 ND 0.61-61.08 

μg/mL 
   － Arutiunian et al., 1987 

 
形質転換試験 ハムスター 

(Syrian) 
ND 0、25、50、100、

200、500μg/ml
－ Inoue et al.,1982 

 
in vivo 小核試験  マウス 

（NMRI） 
ND 375 、750 or 

 1500 mg/kg/
日 

   － BASF, 1995 
 

＋:  陽性、(+): 弱い陽性、－:  陰性、ND: データなし、 
 

 

7.3.7 発がん性 

調査した範囲内では、2-アミノエタノールの実験動物に対する発がん性に関する試験報告は

得られていない。なお、マウスにジメチルベンズアントラセンを単回皮内投与後 2-アミノエタ

ノールオレイン酸塩溶液 (2-アミノエタノールとして 15mg/kg） を皮内投与したプロモーショ

ン試験で、「弱い」ないし「中等度」の発がんのプロモーション作用がみられたとする報告 

(Salaman and Glendenning, 1957） があるが、ここでみられた皮膚の腫瘍は化合物の反復投与に

より皮膚組織の変性と再生が繰り返された結果であることが示唆されている (Gangolli et al., 

1972)。 

 

国際機関等では 2-アミノエタノールの発がん性を評価していない。 

 

7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

2-アミノエタノールは生体内で定常的に生成され、尿中に排泄されている。投与した場合、

2-アミノエタノールは消化管、呼吸器、皮膚から吸収され、主に肝臓に分布する。吸収された

2-アミノエタノールは、リン脂質に代謝されるほか、呼気中に二酸化炭素として、尿中にはグ

リシン、セリン、尿素、尿酸などの代謝物として排泄される。また、2-アミノエタノールの代
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謝能が飽和に達すると、過剰分が尿中に排泄される。 

 疫学調査及び事例では、2-アミノエタノールは、ヒトに対して、吸入暴露では呼吸器系の炎

症、肝臓への影響、退行性及びアレルギー性皮膚病変の影響をもたらす。経皮暴露では発赤、

浮腫が認められている。2-アミノエタノールは pH 調整剤としてパーマ液等にも含まれており、

製品の吸入暴露で喘息、皮膚炎、発熱などのアレルギー反応を誘発することがあり、経皮暴露

部位には丘疹、浮腫及び紅斑が認められている。また、2-アミノエタノール含有オレイン酸が

静脈瘤の硬化療法に使われた際に、腎不全やアレルギー反応の発症が認められている。 

実験動物に対する急性毒性としては、経口投与での LD50 は、マウスで 500 mg/kg 超～

15,000mg/kg、ラットで 500 mg/kg 超～20,000 mg/kg、ウサギでは 500 mg/kg 超～1,000 mg/kg で

ある。経皮投与での LD50 は、ウサギで 1,000 mg/kg である。 マウスの単回経口投与試験では極

度の衰弱が、ラットの非経口投与経路試験では、無関心、活動減少、呼吸困難、麻痺、けいれ

んと肝細胞、腸粘膜及び膵臓の限局的な壊死が認められている。 

2-アミノエタノールはウサギの皮膚及び眼に対して重度の刺激性ないし腐食性を示す。 

2-アミノエタノールの実験動物に対する感作性については、モルモットで中程度の感作性が

みられたとする報告がある。 

反復投与毒性試験では、経口投与では、ラットに死亡数増加、肝臓、腎臓、脾臓、精巣に病

理組織学的変化が認められ、NOAEL は 320 mg/kg/日としている報告があるが、原著の入手が困

難で、詳細不明の部分が多く、信頼性を確認することができなかった。吸入暴露では、ラット

における 40 日間連続暴露試験 で 5 ppm への暴露で、表皮の異常色素沈着、脱毛、嗜眠がみら

れるが、報告されているいずれの試験も単一用量の試験で、投与群に変化が観察されているこ

とから、NOAEL は求められない。経皮投与では、肝臓の脂肪変性や皮膚の壊死が認められた

が、試験期間が短く一用量での試験であるため NOAEL は求められなかった。なお、幾つかの

試験でけいれんや嗜眠など神経系への影響と思われる症状がみられている。マウスの単回投与

試験でも同様にけいれんの症状がみられているが、詳細不明の部分が多く、神経毒性の有無は

はっきりしない。 

生殖毒性試験に関する報告はなく、発生毒性としては、ラットに 2-アミノエタノールを妊娠

6～15 日 (器官形成期) に経口投与した試験で、胚/胎児に 50 mg/kg で雄に水腎症、雌雄に胸骨

の変異、奇形発現率増加、一腹あたりの死亡胎児数の増加がみられた。母動物に 500 mg/kg/日

で嗜眠、反応性低下等毒性がみられた。胚・胎児毒性の LOAEL は 50 mg/kg/日、母動物の NOAEL

は 300 mg/kg/日と判断する。経皮投与した試験では、母動物に壊死、痂皮形成、瘢痕形成 (皮

膚)、体重増加抑制が認められたが､胚・胎児に対する影響は最高用量の 225 mg/kg/日までみら

れていない。 

遺伝毒性では、in vitro の復帰突然変異試験、染色体異常試験、遺伝子変換試験、姉妹染色分

体交換試験及び形質転換試験で陰性であり、in vivo では小核試験で陰性を示したことから、2-

アミノエタノールは遺伝毒性を示さないと判断する。 

調査した範囲内では、2-アミノエタノールの実験動物に対する発がん性に関する試験報告は

得られず、発がん性の有無は判断できない。国際機関等では 2-アミノエタノールの発がん性を

評価していない。 
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